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研究成果の概要（和文）：第一に、国家行政の特徴の一つはネットワークの構成物であることが明らかにされた。若者
の支援のように、もともと生活困窮者支援の多くは行政が関与することなく民間が行っていたものである。国家行政の
欠如において互酬を行動様式とする社会が形成されたが、ここに開始された国家介入がネットワークとしての行政であ
る。
第二に、ネットワークの構成物である国家行政の法の解明の手がかりが得られた。国家行政は単に後退するのではなく
寄生的存在へと転化していると述べる論者が存在する。寄生的存在である国家行政は、これが接続しようとする既存の
ネットワークの自律を破壊してはならない。ここに国家行政の法の萌芽が見いだされる。

研究成果の概要（英文）：Firstly, this research found that one characteristic of the state administration 
in present day is a change into constituency of the network as example of support to the needy. Like the 
support to the youth, many of original supports have been done by private organizations without 
involvement of state administration. Society on the mode of reciprocity has risen in deficiency of the 
state, but the state started to intervene within such society. This is an example of state administration 
as a constituency of network.
Secondly, this research got a clue for the elucidation of the state administration as a constituency of 
the network and law. According to several theorists, state administration transforms into parasitic 
existence on networks of multiple people. Parasitic state administration that starts to connect with 
networks is thought to be forbidden from destroying autonomy of the networks of people. Here, we can find 
a potential of law that constrains state administration.

研究分野：行政法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）公私協働 
 国家とりわけ行政権は、量的縮小と同時に
質を維持するために効率性の向上が求めら
れており、行政以外の様々な主体と協働して、
行政が対応できなくとも他の主体によって
福祉などの社会的役務が提供されるような
柔軟なネットワークを構築しなければなら
なくなっている。つまり、経済構造が変革さ
れない限り、網目の一部（国家行政）がほこ
ろびたとしても網全体は耐えられるような
柔構造のネットワークの構築が、人権保障の
ためにも、必要とならざるを得なくなってい
る（なお、ネットワークという概念自体は新
しいものではないが、国家行政がネットワー
クの構成物として認識される場合であって
も、その認識はなお多義的なものにとどまっ
ているので、これを研究する意味がある。そ
の一例として、アメリカ行政法に即した叙述
であるが、EDWARD L. RUBIN, BEYOND CAMELOT: 
RETHINKING POLITICS AND LAW FOR THE MODERN 
STATE 48-53 (2005).）。国内外において、少
なくない行政法研究者が公私協働の諸現象
に関心を有するのは、このような背景が存在
するからである（科研費補助事業とのかかわ
りについていえば、私は、科学研究費補助金
基盤研究（B）「PPP(公私協働)の制度化に伴
う法的問題点の解明と紛争解決の在り方の
検討」（課題番号 19330008）の分担者として、
この課題の検討を開始していた。）。その一
例として、法律時報誌にて 2008 年 6 月号か
ら 1年半余りの間に連載されていた「公私協
働の最前線」は、諸外国における公私協働の
動向を日本に紹介したものであった。 
（２）ネットワーク  
 本研究は、協働主体の行為規範に注目する
ものではなく、諸主体から形成されるネット
ワーク状の組織これ自体の規範に注目する
ことを意図して、「ネットワークとしての行
政」という語を用いたものである。たとえば、
生活困窮状態にある者の支援は、物質的精神
的諸支援を必要とするものであり、国や自治
体の行政機関だけでは必要な諸支援は行わ
れない。むしろ、行政機関ではなく住民同士
による相互扶助的な支援のネットワークが
切れ目なく、かつ、硬直化することなく、単
独性を有する諸主体の特性に応じて変化し
ながら構築されることこそが必要である。協
働する主体の規範とくに権利義務の観念は、
柔軟で可変的であるべきネットワーク形成
を妨げかねない。しかし、このことは規範の
消滅を意味しない。ネットワーク状の組織は、
こ の 組 織 の 特 徴 で あ る 相 互 接 続
（interconnection）の性質を有するために、
接続の相互性の実現が規範内容とならなけ
ればならない。従来の公私協働の概念とネッ

トワークの概念との異同は、過度にこれらの
差異が強調されるべきではないと私は考え
ているが、それでも諸主体の権利義務の観念
の強度は、これら両概念では異なる。ネット
ワークの概念が用いられる場合には、これを
形成する諸主体の権利義務の観念は弱くな
るが、この反面、権利義務に解消され得ない
諸価値がネットワーク組織に反映されるべ
き規範は強くなるのである。このこと自体の
意義と限界が、行政法もその一つである法の
社会科学的考察において重要な論題である
ことは明白である。 
（３）民主的正当性 
 ところで、福祉などの社会共同性を有する
役務交換についてのネットワークの形成は、
統治の性質を有する行為（たとえば、フーコ
ーの用語によれば、gouvernementalite とい
う語になるのであろう。）が、国家だけでは
なく、もう一度社会において存在するように
なること、であるといえよう（時空を近代以
前の西欧にさかのぼれば、統治の性質を有す
る行為主体は、もともと国家ではなかった、
むしろ国家が統治の性質を有するようにな
った（gouvernementalisation）という認識
が存在する。よく知られているようにフーコ
ーは、封建制の解体と宗教的分散という２つ
の過程において、国家の統治に関する文献群
が１６世紀半ばに爆発的に増加したと述べ
ていた。邦語文献として、石田英敬訳「統治
性」小林康夫ほか編『フーコー・コレクショ
ン６生政治・統治』（筑摩書房、２００６年）
２３８頁以下、２４０頁、２７２頁を参照。）。
だとすれば、従来の行政法は、統治作用をな
す国内行政が、当該国家における国民から要
請 さ れ る 民 主 的 正 当 性 （ democratic 
legitimacy）を有する存在であるという理解
から出発して、正当性を有する統治とは何か
の複数の解釈を生じていたものであったか
ら、統治作用の国家から社会への転移にとも
ない、行政法の新たな研究課題が生じること
となる。 
 上記の新たな研究課題に接近できるよう
になるためには、複数の観点がありうる。本
研究がネットワークの語を用いることとし
た意図は、前述したとおりである。また、国
家行政を統制する法規範である行政法の分
析の一つである本研究の開始時点において
は、生活困窮者の支援がそうであるように、
社会における既存のネットワークを国家行
政が活用する現象の研究が意図されていた。
つまり、国民の安全を確保しなければならな
い国家は、統治作用のいわば再社会化を黙認
できない存在理由を有しているので、国家は
社会を活用しつつこれに依存する、つまり社
会に介入するが、このような国家行政を社会
の側から統制するべき必要が、民主的正当性



を有する国家行政には生ずる。実際には、統
治作用をなす社会における支援ネットワー
クを黙認できない社会内部での存在が、この
民主的正当性の欠如とこれの国家行政によ
る規制を要求する（たとえば、いわゆるゴミ
屋敷の原因者を理解しようとするのではな
く、清掃や撤去を自治体の行政に要求する民
意がそうである。）ので、多義的な「社会」
や「民主的正当性」とは何かが解明されなけ
ればならない。つまり、国家行政を統制する
主体が社会において特定されなければなら
ないし、この主体に敵対関係を有する主体が
国家行政に要求する支援の民主的正当性が
批判的に分析されなければならない。このこ
とは、ネットワークの組織原理における民主
主義とは何かという問いを発見することで
もある。 
 以上のような本研究は、これまで私が研究
代表者および分担者として日本学術振興会
から助成を受けた研究課題（研究代表者とな
ったもの（課題番号 18730018）、研究分担者
として参加したもの（課題番号 30189790））
の遂行において着想を得たものであり、これ
らの研究において得られたアイデアを発展
させるためのものである。 
 
２．研究の目的 
 既存のネットワークを制限するのではな
く、むしろこれを活用するためにここに接続
することにより、ネットワーク状の組織を有
するほかない国家行政も、ネットワークの組
織原理に適合しなければならないとすれば、
本研究の目的は、第一にネットワークの組織
原理に適合する国家行政とは何か、第二にこ
の過程で生成する規範の特徴は何か、の解明
ということになる。 
（１）ネットワークの組織原理に適合する国
家行政  
 第一の研究目的を達成するためには、ネッ
トワークの組織原理とは何かがまず、明らか
に さ れ な け れ ば な ら な い 。 組 織 論
（organization theory）の研究動向を参照
すれば、ネットワーク組織は、市場および階
層制（hierarchy）との対比で、この特徴が
理解されている（たとえば、Walter W. Powell, 
Neither Market Nor Hierarchy: Network 
Forms of Organization, in MARKETS, 
HIERARCHIES AND NETWORKS: THE 
COORDINATION Of SOCIAL LIFE 265 (Grahame 
Thompson et al. eds., 1991).）。であると
すれば、階層制および市場のどちらでもない
組織原理に着目することにより、ネットワー
クの組織原理に適合する国家行政が明らか
になるであろう。こうして、第一の研究目的
を達成するためには、階層制および市場の組
織原理では説明困難な国家行政の現象を解
明しなければならなくなる。 
（２）ネットワーク組織の規範構造 
 第二の研究目的を達成するためには、ネッ

トワーク組織の規範構造が明らかにされな
ければならない。ここでの規範構造は、国家
行政がネットワーク組織の一つであり続け
ようとする限り、階層制の組織原理を放棄し
なければならない、この規範を強いられると
いった意味の語である。たとえば、企業の違
法な活動に対する行政による命令と処罰を
通じた規制は、階層制の組織原理に基づくも
のであるが、企業内部における内部告発者の
保護を通じた規制は、行政目的を実現するた
めに内部告発者の保護という一種の贈与を
行政が行うもの、つまり互酬原理に基づくも
のであるといえる(この例を、new governance
の一例であると述べる以下の考察は、階層制
に基づく規制ではないことを目新しさと捉
えている。Orly Lobel, New Governance As 
Regulatory Governance, in THE OXFORD 
HANDBOOK OF GOVERNANCE 65, 73 (David 
Levi-Faur ed., 2012).)。国家行政がネット
ワークの組織原理から逸脱すれば、このよう
な国家行政は、ネットワークの構成物ではな
いものとなる。このことは、国家行政が市場
および階層制の組織原理において存在し、従
来の秩序内部に国家行政がとどまることを
意味する。しかし、これでは、市場および階
層制からなる従来の秩序に対する種々の批
判（その一つは階層制が有する閉鎖性や硬直
性についての批判であるし、他の一つは市場
が有する富の偏在という性質についての批
判である。）に対して国家行政が応答できな
い。これとは反対に、ネットワークの組織原
理に適合する国家行政は、階層制とは異なる
規範構造から逃れられない。たとえば、前述
したとおり、企業の違法活動を抑制する目的
は同一であるとしても、ネットワークの組織
原理においては、企業組織内部に存在する内
部告発者の保護が国家行政の規範となるの
である。 
 
３．研究の方法 
（１）関係構造論の参照 
 ネットワーク状の組織の特徴を解明する
ために、本研究が参考としたのは、社会学者
ノルベルト・エリアスの提唱した関係構造
（figuration）の概念であった。相互接続を
特徴とするネットワーク組織においては、ネ
ットワークを構成する諸主体間の力関係に
よって多様な組織が形成されるが、このこと
を認識対象とするには、社会理論のなかでも
とりわけ関係構造論が有益であると考えた
からである。ネットワークを構成する主体と
これら相互の関わり方が一様でないという
意味での多様な関係構造に即して、行政法の
一般的な原理である行政の民主的正当性が
どのように変形し、構成し直される
（re-configuration）のか、このような規範
の現実化の過程を分析する試みを本研究は
目指した。 
 そして、多様な主体と関係から構成される
関係構造の差異と同一性を論証するために、



本研究が素材としたのは、２つの問題であっ
た。 
（２）インターネット 
 問題の一つは、ネットワーク構造の典型と
いってよいインターネット・ガバナンスに関
する問題である。インターネットを素材とし
たのは、日常生活において広義のインターネ
ット利用を通じて行き来する個人情報の量
が膨大であり、個人情報を収集することとな
る主体も多数かつ直接的には無関係である
（この意味でネットワーク状である）からで
ある。この現状においては、社会における個
人情報の収集行為を国家または国際組織が、
階層制の組織原理に基づき監督できると考
えることは、非現実的である。つまり、イン
ターネットは相互接続の集合体であって、国
境すら越えて接続されるネットワークの一
種であるから、個人情報が帰属する本人が、
どのような管理主体に対しても自己情報に
アクセスできて、接続や離脱を任意に行い、
そして逆に不正な個人情報の利用実態をネ
ットワーク上において公表できる状態が制
度的に保障されれば、インターネットの利便
性の向上と個人情報の管理との矛盾が解消
されることになるといえよう。矛盾が解消さ
れるまでの過程においては、行政法的考察の
必要を見出すことができる。 
（３）生活困窮者の支援ネットワーク  
 本研究が素材とした問題のもう一つは、生
活困窮者の支援である。たとえば、ひきこも
りがちな若者の場合には、自治体や国が支援
を開始する以前から保護者等の地域のネッ
トワークが形成されており、そののちに自治
体そして国による支援が開始されたという
経緯がある（たとえば、和歌山県田辺市がそ
うである。）。民間のネットワークが存在して
いた地域の人的資本を国家行政が活用しよ
うとするためには、このネットワークに国家
行政が接続しなければならなくなる。ネット
ワーク状の組織を有するようになった国家
行政の規範とその現実化という検討課題が
ここに見いだされる。 
（４）関係構造の多様性 
 上記の 2つの問題はそれぞれ別の領域に属
するものであるが、それゆえに権利利益の内
容も、相互関係する主体も異なっており、こ
れらの相違によって形成される関係構造を
分析することが必要であり、また可能となる。
たとえば、国境を越えて行われている検索ツ
ールを通じた個人情報の収集に対して個人
情報が帰属する本人によるアクセスを保障
するためには、個人情報を収集する個々の主
体を国内外の機関が規制することは非現実
的であって、個人情報の帰属主体が危険性を
正しく理解して、検索ツールを利用するのか
否かを判断できるようにする利用環境の整
備が、個人情報の帰属主体のみならず営利活
動を継続しようとする主体にとっても、行わ
れざるを得ないであろう。 
 これに対して、地域的な規模での生活困窮

者の支援においては、支援ネットワークへの
参加の主体や保障形態も生活困窮者の困窮
の単独性を反映したものとなるのであろう。
つまり、関係構造の多様性を反映するべく要
請される行政法技術の複数系の変化を明ら
かにすることが、本研究において意図されて
いた。 
 研究開始時点においては、上記の２つの課
題のうち、第一の問題の分析については海外
の研究動向の分析とともに海外の研究者と
の意見交換によって、海外における研究の到
達点や限界が明らかになると予想されてい
た。また第二の問題については、国内におけ
る生活困窮者の支援ネットワークの聞き取
り調査を行うことにより、支援制度とこれへ
の国家行政の関与の問題点が明らかになる
と予想されていた。 
 
４．研究成果 
 ３で述べたように、本研究は、２つの問題
の分析を予定していた。しかし、第一の問題
については、問題の複雑性は予想していた以
上に深刻であった。インターネット・ガバナ
ンスの一問題であるインターネットの中立
性の確保手段を一例としてあげると、EUでも
アメリカでもまだ決着がついていないよう
に、現時点は過渡的な段階にあるように思わ
れる。個人情報の管理についても、これが検
索ツール利用などの利便性の向上のための
技術活用と不可分の関係を有するために、利
便性の向上が所与であるとすれば、そのぶん
個人情報の保護の重要性は後退せざるをえ
ない。かくして、権利としての個人情報保護
のアプローチは、利便性の向上と個人情報保
護とのトレードオフの問題に解消されがち
となって、法学者のなかにも権利アプローチ
以外の発想を試みるものが存在するように
なっている（たとえば、Julie E. Cohen, 
Configuring the Networked Citizen, in 
IMAGINING NEW LEGALITIES 132 (Austin Sarat 
et al. eds., 2012).主著 CONFIGURING THE 
NETWORKED SELF(2012)も参照。）。このような
研究動向を調査したが、提起されている主張
がなお曖昧で多義的なものであるため、研究
成果を論文等の形で好評する段階には、まだ
至っていないと思わざるを得なかった。 
 そこで、研究期間の２年目以降においては、
第二の問題の分析に重点を置くこととなっ
た。研究活動は、ひきこもりがちな若者等の
生活困窮者の支援ネットワークが、自治体や
国の行政の支援を受けてどのように変化し、
また既存の支援ネットワークの側から国家
行政にどのような不服や要求を有している
のかを調査することによって、支援する国家
行政の規範の一つを解明しようとするもの
であった。このような研究活動は、必然的に
文献調査よりもむしろ聞き取り調査の量が
多いものとなった。 
 第二の問題を分析した結果、主として就労
自立に価値を置く国家行政による支援とそ



うではない既存の支援ネットワークとが形
成している制度においては、生活困窮者の支
援は同一の対象を有するものの、異質な諸価
値の対立が孕まれている。生活困窮者支援が、
この対立を孕んだまま制度化する場合には、
制度全体に期待される機能の発揮も難しく
なるであろう。このことは、既存の支援ネッ
トワークの側からのみならず、これを活用し
ようとする国家行政の側からも望ましい状
態ではない。この問題を解消することができ
る一つの解答であると私が考えたのは、日常
的な不服や不満を国家行政に反映すること
ができる制度の必要である。 
 上述のような問題意識から国民の権利利
益救済とともに行政の適正な運営確保を目
的としており、司法的な権利救済制度でもな
い行政不服審査制度の課題の一つを論じた
のが、後述の発表論文③であった。本論文で
述べられたのは以下のような内容であった。
事務事業の民営化や市場における役務提供
主体の参入規制緩和ののち、国民の一部が、
相互に支援ネットワークを形成することに
より生活に不可欠な役務の構造的欠乏をう
めようと試みるようになったその後方で、非
法的・間接的な関与を放棄していない国家行
政と国民との関係において、行政に対する国
民の不服は、権利性が希薄で客観化せざるを
えない。先行した支援の一例として、地域社
会における諸主体が先駆的に取り組んでい
た停滞しがちな子どもや若者に対する諸支
援においては、子ども・若者育成支援推進法
（平成 21 年法律第 71 号）に基づき、現時点
では国・地方の行政も「ネットワーク」を構
成する一主体となっている（「子ども・若者
育成支援」の「ネットワーク」の図を参照。
http://www8.cao.go.jp/youth/suisin/pdf/s_g
aiyo.pdf#search='子ども若者育成）。支援を
提供し、これを受ける「当事者」が形成して
いた支援の目的や手段が行政の影響を受け
た場合に当然生ずることとなる「当事者」の
不服について、行政による自己審査が行われ
ることなく不服が放置されたままであれば、
就労自立などという支援の目的や手段の変
質とともに、子どもや若者にも新たな病理が
生ずるのではなかろうか。 
 つまり、「支援」という非法的・間接的な
特徴を有する行政の行為について生ずる国
民の不服こそ、適法性審査とは異なり固有の
存在理由を有する行政不服審査制度によっ
て解消されるべきものとは、考えられないだ
ろうか。このような観点から行政不服審査制
度改革の試みをみる場合には、不服申立人適
格がなく審査請求が却下される場合であっ
ても、「何人」も行政に対して申し出ること
ができる「処分等の求め」による処理の余地
を残しておくという「架橋の仕組み」（行政
救済制度検討チーム「取りまとめ」の６（２）
③）が、有意味であると評価されうる。こう
して、生活困窮者の支援の特徴を分析した本
研究の一部が、一般法である行政不服審査法

の改革についての一つの観点の獲得という
成果に結実したのである。 
 なお、研究期間において解決できなかった
問題は、生活困窮者支援における「当事者」
以外の主体が国や自治体による支援の民主
的正当性を疑問視する場合の民意の問題、つ
まり民主主義の問題である。ネットワークの
組織原理と民主主義とのかかわりについて
は、本研究以降に採択された科研費補助事業
において、考察が予定されている。 
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